
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 25 - 4

事業内容：震災記録誌の作成及び作成に伴う写真や資料の収集

事 業 費：１０，０００千円 （民間）

（内訳）

委託費

・女川町東日本大震災記録誌作成業務委託

業務内容：記録誌の企画編集、原稿作成、印刷製本、資料収集等

成 果 品：4,000部

事業実施年度：平成２５年度

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 10,000（千円）

　東日本大震災における本町の被害及び震災への対応状況、復旧・復興に向けた取り
組みの内容等を記録し、震災の記憶や教訓を風化させることなく後世に残し、町民の
防災意識の向上を図るとともに、防災対策の基礎資料として活用するために記録誌を
作成する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（36）震災・復興記録の収集・整理・保存

細要素事業名 震災記録誌作成事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 6 - 7

事業内容：区画整理事業区域に隣接する臨港道路に埋設する雨水管渠の敷設

事 業 費：４９，９３０千円

内　　容：雨水管渠敷設（700mm　L=745ｍ）

事業実施年度：平成２５年度

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 49,930（千円）

　中心部区画整理事業にて集約整備する宮ヶ崎・石浜地区水産加工団地と隣接する臨
港道路地内において、県にて施工する臨港道路災害復旧事業と併せ、水産加工団地か
ら流れる雨水等を排水する為の管渠を整備し、区画整理事業による水産加工団地の集
約整備及び産業振興の核となる水産加工工場の整備促進を図る。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 中心部区画整理事業隣接区域排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 6 - 8

： 土地区画整理区域内の用途地域基本計画策定及び駅周辺商業エリアの

法定図書・参考図書の作成

： １３，０００千円

： ・地区別まちづくり基本計画の作成

・用途地域見直し法定図書の作成

・津波復興拠点整備事業都市計画変更資料作成

： 平成２５年度

用途地域指定概略スケジュール

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類


事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 市街地用途地域基本計画策定業務

事業実施年度

全体事業費 13,000（千円）

　復興計画及び土地利用計画に基づき、土地区画整理事業区域内を地区別に現況と課
題を整理したうえで用途地域見直し箇所の抽出をし、町全体の用途地域の基本計画を
策定する。用途地域の基本計画については、都市計画マスタープランに準ずる内容と
なるため、平成25年度に宮城県が着手する区域区分の見直し作業とも十分整合性を図
る必要がある。
　また、津波復興拠点整備事業区域を中心とする商業エリアについては平成26年度末
の「駅周辺まちびらき」に合わせ、平成25年度中の用途地域の見直しを行うことと
し、他の地区の見直しが必要な箇所については、造成スケジュールに併せて計画的に
用途地域の見直しを実施し、土地利用計画の策定の促進を図る。

事業内容

事 業 費

内 容

←駅周辺まちびらき予定

先行地区

全体

H25 H26 H27

基本計画

見直し

基本計画 見直し

用途地域指定

順次計画的に用途地域指定

商業エリア建築物着工



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ D 17 - 6 - 9

事業内容：防火水槽（耐震型４０ｔ）１基、消火栓７基

事 業 費：１７，０９４千円

事業実施年度：平成２５年度

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 75,537（千円）

　東日本大震災で壊滅的な被害を受けた町中心部において、高台住宅地の造成及び市
街地整備を行う土地区画整理事業等の復興・復旧事業と併せ、防災に配慮した市街地
を形成するため消防水利施設の整備を行う。

（防火水槽：9,817,500×1基　消火栓：1,039,500×7基）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 女川町中心部先行地区消防水利施設整備事業
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